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1　背景ならびに問題意識
「持続可能な発展」が概念として国際社会の場に登
場してはや 40 年が経とうとしている。現在では学術
研究の分野だけでなく、国や自治体の公共政策にお
いてもその重要性自体を否定することは難しい。2011
年 3 月の東日本大震災、そして福島第一原発事故は、
私たちが他者の犠牲を黙認して享受してきた「豊か
な」生活の見直しを不可避なものにした。
しかし気候変動をはじめとした地球環境問題は抑
止されるどころか一層深刻さを増している。2012 年
で期限を迎える京都議定書は、2011 年 12 月に南アフ
リカのダーバンで開かれた国連気候変動枠組み条約
第 17 回締約国会議（COP17）で「延長」となったも
のの、日本は延長に反対し、米国はすでに離脱して
いる。このような状況下、市民生活に最も近く、ロー
カルアジェンダ 1）でもその役割の重要性が指摘され
た自治体ではさまざまな努力、試みがなされてきて
いる。筆者は環境 NGOのスタッフとして、これまで
市区町村を対象とする「日本の環境首都コンテスト」
をつうじて自治体の環境政策や現場での多くの努力、
思考錯誤を目のあたりにしてきた。これらの努力を
個別事例にとどめず、いかに「持続可能な発展」へ
の社会的仕組みづくりへつなげていくのか、そこに
市民として、環境 NGOとしてどのような関与が必要
なのかについて考えてみたい。

2　本稿の目的
本論の目的は、「持続可能な発展」に不可欠な政策
統合を地域から具現化していくにあたり、市民によ
る自治体政策評価 2）の有効性を確認することにある。
一般に政策統合は主に政治領域の課題のように受け
取られがちであるが、行政による執行領域や市民参

画がもたらす政策推進力 3）なくして実現できるもの
はない。
現状において、「持続可能な発展」のための政策統
合が不十分であるとすれば、その本質的な原因は、「持
続可能な発展」概念があまりにも包括的であるがゆ
えに、その実現手段としての政策領域間の戦略的な
優先順位づけが曖昧になり、目的と手段の構造化が
すすまないことにあると考えられる。その結果、利
害関係者間の対立を引き起こし、その解消に多くの
政策資源を投入せざるをえなくなる悪循環（あるい
は解消さえしない一方通行）に陥っている。
そもそも政策は、現状に何らかの変更を加える（あ
るいは変更を阻止する）ために行われるものである
から、現状を的確に把握し、それを適切に評価でき
てはじめて有効な政策形成が可能となる。
それでは、「持続可能な発展」政策の具現化のため
の政策統合に求められる評価の要件とは何か。さま
ざまなものが考えられるが、本論では評価基準の多
元性に注目したい。評価基準に多元性があれば、評
価により産出される情報の多様性が増し、それらの
情報の比較検討によって選択された政策の正当性を
高める結果、政策推進力の向上につながると考えら
れる。（図 1）。
上記のような認識のもと、本論では、政策評価へ
の市民関与により、①多角的視点から評価情報産出
が可能になる、②評価結果が政策立案に活用される
ことで政策推進力が高まる、という 2点に焦点を絞っ
て考察を行う。

3　本論の構成（研究の方法）
本論では、まず「持続可能な発展」概念とその実
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図 1　  本論で想定する「持続可能な発展」の実現プロ
セス
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現に求められる政策およびわが国の政策過程におけ
る評価の意義について、先行研究に基づき概略を述
べる。次に、外部評価の効果を検証するため、NGO

による自治体環境政策の総合的評価事例としては国
内で他に例見ない「日本の環境首都コンテスト」と、
市民による総合計画の継続的なモニタリングおよび
その実現度合いの評価活動としては国内で最も充実
した取り組みである愛知県東海市の事例の調査を
行った結果を紹介し、その成果と課題について比較
分析を行う。最後に、事例分析の結果を踏まえた政
策提言を試みる。

Ⅰ　「持続可能な発展」をめざす政策とその評価

1　  「持続可能な発展」概念生成の歴史的経緯とその
定義

（1）「持続可能な発展」概念生成の歴史的経緯
「持続可能な発展（Sustainable Development）」の
概念は、「環境と開発の両立」が中心的テーマとして
議論された 1972 年の国連人間環境会議当時まで遡る
ことができる。公式には 1980 年に国際自然保護連盟
（IUCN）、国連環境計画（UNEP）などが取りまとめ
た「世界保全戦略」に使われたのが最初である。1987
年に国連の「環境と開発に関する世界委員会」によっ
て「持続可能な発展」という理念が提唱された。そ
の定義は「将来世代のニーズを満たす能力を損なう
ことなく、今日の世代のニーズを満たすような発展
をいかに達成するか」4）であり、これは持続可能性
（Sustainability）という価値基準の本質を「時間軸
上の側面」から言い当てたものとされる 5）。この「持
続可能な発展」の概念は、1992 年にブラジルのリオ・
デ・ジャネイロ市で開催された地球サミット（環境
と開発に関する国際連合会議）では中心的な理念と
して「環境と開発に関するリオ宣言」や「アジェン
ダ 21」に具体化され、世界的に受け入れられる契機
となったとされる 6）。
1991 年に I．サックスらが中心となってまとめた国
際自然保護連合の文書では、「社会的、経済的、エコ
ロジカル、空間的、文化的」という 5 つの領域にお
ける持続可能性が定義され、対象領域が拡大された 7）。
その結果、現在では、「生活の質（quality of life）」
の程度を示す概念としても捉えられるに至っている。

（2）「持続可能な発展」概念の意義と限界
「持続可能な発展」に関する定義は 70 以上あると
言われており、依然として確定をみていない。これは、
「持続可能性」という価値基準に対する受け止め方が
先進国と途上国とで異なるなかで妥協の産物として
成立したことに由来する 8）。森田・川島は持続可能な
発展の定義を（表 1）のように類型化している。

ただ、「大枠としては『経済』と『環境』と『社会』
の 3つの評価軸において、調和的な発展を展望する
というのが多くの論者の共通土俵」となっている 9）（図
2）。また、この概念の本質は、環境制約を明確に意
識して人間活動を管理していくことにある、とされ
る 10）。
「持続可能な発展」の概念が将来世代への責任、ト
リプルボトムラインの重視など、人類の普遍的価値
として世界の国々や市民に共通のビジョンを与え、国
際・地域レベルでの制度的枠組みづくりの動機づけ
に寄与したことは動かしがたい事実ではあるものの、
例えば「公益」や「公共性」の概念のように、あま
りにも包括的であるがゆえに、これだけでは政策目
標や評価基準としての実効性は期待できない。足立
が「公共の利益」の政策評価基準としての活用に関
して指摘するように 11）、「持続可能な発展」をめぐる
諸価値間の序列、重み付けをとおした定式化が求め
られよう。
また、本概念の内容はその具体化プロセスのあり
方とも密接な関係をもっている。EU/ECが 1996 年
に発行した報告書（European Sustainable Cities）
には、サスティナブル・シティの政策体系 12）の最上
位の政策目標として「市民生活の質（quality of 

life）」の持続的発展が掲げられている。植田は「これ
ら政策目標とりわけ個別的政策目標ははじめから与
えられているものではなく、『市民の生活の質を構成
している要素は何か』を多くの人々が集まって検討
していく中で具体化されてくるものとされているこ

図 2　持続可能性の構成概念
原科［2005］p.19 より引用

表 1　持続可能な発展の定義

森田・川島［1993］pp.8-11 より筆者作成
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と」13）の重要性を指摘している。そのようなプロセ
スを通じ、①人々が自ら帰属するコミュニティの将
来像の共有に役立つ、②社会的合意の存在や新たな
信頼やネットワークの構築による都市や地域の創造
力、経営力の強化と社会実験の精神を生み出す、と
いう 14）。
このように考えると、「持続可能な発展」概念は本
来多様で具体的なものであり、そこにこそ意義があ
ると思われる。しかし特にわが国では狭義の「環境」
に関する問題として矮小化され普及されたことが、そ
の理念の実現をいっそう困難にした。当該概念の限
界は、人々による熟議と合意形成を基盤とする政策
プロセスの限界に規定されているのである。

2　「持続可能な発展」政策の現状
しかし政策の現場では「持続可能性」や「持続可
能な社会」という言葉が一種のスローガンの域を出
ておらず、これらの概念の本質を踏まえたうえでの
戦略的に構造化された政策立案はすすんでいるとは
いえない。また、これまで先駆的と言われる自治体
においても、環境政策が専門性の高い一部の市民、行
政、首長の存在を前提として取り組まれてきたため、
知識レベルでは高い専門性を有しているものの、出
されたアウトプットの正統性・正当性 15）には限界が
あり、市民への普及と政策としての推進力に欠け、継
続性の面でもその効果は限定的であった。
この原因を市民やその代表たる政治家、自治体職
員の能力・勉強不足、責任感の欠如に帰するのは簡
単であるが、それだけでは有効な問題解決のための
政策立案につながるとは思われない。本質的には行
政組織のあり方や政策形成（意思決定）プロセスに
内在する問題であると考えるべきである。植田は、「持
続可能な社会をめざす環境政策は、環境保全のため
の政策統合をすすめる公共政策である」としたうえ
で、「現在の環境政策では、産業構造やライフスタイ
ル、交通体系や地域開発そのものなど、環境問題発
生の構造的要因にまでふみこんだ対策をとることが
できていない」と指摘する 16）。天野によれば、「政策
統合」を実現するためには、エネルギー政策、交通
政策、科学技術政策、産業政策、土地利用政策、福
祉政策などの政策領域において個別の政策手段を採
用するのではなく、それぞれの長所を活かした相乗
効果を創出させたり、あるいはある政策手段をとる
ことで副作用が生じる場合にはそれと相殺するよう
な補正手段を講じたりするというように、政策手段
を総動員できるような政策体系を考える必要がある、
とされる 17）。しかしそのような政策体系の構築を可
能にする仕組みは依然として実現を見ていない。 実
際、環境行政の現場の多くでは「これ以上何をすれ
ばよいのか」という手詰まり感が強まっている。

3　「持続可能な発展」政策における政策評価の重要性
松下は政策過程を、（1）始動、（2）立案、（3）決定、

（4）執行、（5）評価の循環であるとする。なかでも「評
価は、市民レベル、行政レベルをふくめて、つねに
政策転換のはじまり」であり、「（5）評価こそが（1）
始動となる」18）とする。また古川は、すべての政策
は何らかの形で過去から連続しているものであり、行
政の仕事の実態としても予め計画があると考えるよ
りも、前任者からの引継ぎ、過去の振り返り、現状
の問題点の探索を経て将来に向かって計画をたてる
と考えたほうが適切であるとする。そのうえで
「Plan→ Do→ See」という構図を「教科書的」と批
判し、むしろ「評価（See）からはじまる」と考える
のが正しいと指摘する 19）。これに即して考えれば、「持
続可能な発展」に向けた政策体系構築のための第一
歩は、可能な限り合理的な政策決定を行うに足る情
報を産出し、それを客観的に評価し、問題点を洗い
出すことから始まるといってよい。
「持続可能な発展」を政策として具体化していくと
いう目的のもとでは、政策体系という構造的視点で
評価を捉える必要があり、 客観的な効果（アウトカム）
や社会変化（インパクト）をはかる政策段階の評価 20）

と、投入に対するアウトプットをはかる事務事業評
価がしっかりとリンクされていることが基本である。
しかし実際は事務事業評価に偏重しているのが現状
である 21）。個々の行政活動のアウトプットについては、
実際の人や物の動きを把握できる事務事業レベル以
外、把握するのが困難である。もちろん、自治体行
政の基本は事務事業であるが、個別の事務事業ばか
り見ていては、それらが産出する個々のアウトプッ
トが地域にもたらした客観的な効果は見えてこない。
また、政策段階の評価は政治や行政にとっては市
民の信頼を獲得する手段でもある。個別の事務事業
ではそれぞれ専門用語が用いられ、その分野の専門
家ではない市民・住民にとって理解が困難である結
果、近づきがたく感じられることも否めない。その点、
政策段階はあるべき社会・生活の状態を表すもので
あるため、その評価は「市民と政治、市民と行政が
同じ土俵で討論するための共通『言語』」にもなる 22）。
なお、個別の取り組みやその結果もたらされたア
ウトプットの積み上げが政策目標につながっている
はずだ、という仮説に則った帰納的発想法を「フォ
アキャスティング（forecasting）の手法」とすれば、
持続可能な発展の実現に必要なのは「バックキャス
ティング（backcasting）の手法」である 23）。政策形
成において両者はいずれも必要な手法ではあるが、日
本の行政組織は特に前者の発想が根強く、大きなビ
ジョンに照らした戦略的な政策形成ならびに評価に
長けていないのが現状である。
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4　「持続可能な発展」のための政策評価主体
（1）内部評価の限界
鈴木は日本における政策決定過程の問題点として
政治の場で本質的な政策論議がなされないことを挙
げ、その原因として、官僚が作成する政策案を比較
検討するための代替案がほとんど出されないこと、官
僚機構が執行した政策を評価する人材や機関が行政
機関から独立した形で存在しないこと、を指摘する 24）。
当然のことながら、「政策―施策―事務事業」とい
う目的・手段のロジック（論理的関係）はどのよう
な行政計画でも形の上では担保されているように見
える。この場合、どの事業がどの施策を構成し、ど
の施策がどの政策を構成し、その政策がめざすもの
は何かというロジックは明確である。しかしこのよ
うな意味でのロジックの妥当性は、そのままロジッ
クの正しさ（正当性）を担保するものではない。

（2）外部評価の意義
内部評価の目的はマネジメントへの貢献であり、外
部評価の目的はアカウンタビリティ 25）の追求（民主
的統制）である 26）。行政主導での政策評価は、その
結果いかんにかかわらず、内部マネジメントには活
用できても客観性に欠け、その正当性を主張するこ
とは困難である。評価結果の正当性の必要条件たる
評価の客観性は外部者の関与によって担保される。武
藤は、政策評価における最終的な価値判断について、
「納税者である市民やその代表である政治家が判断す
べき」であり、「市民や政治家が評価という価値判断
を下すことによって、政策評価のプロセスが完結す
る」とする 27）。外部関与があってこそ、多様な価値
観や視点からの評価結果が生まれる。当然のことな
がら、それらの評価結果を受けた政策代替案には多
様な視点が加味されることになり、政策選択の正当
性の向上につながるであろう。
山谷は、これまでの政策評価の議論は「供給者」の
視点からなされ、「国民の視点」「生活者視点」「国民
に対する説明責任」はレトリック、精神論として展
開されてきたとする。その結果、統治の根幹にある
デモクラシーの諸制度からの言及も少なく、国会や
地方議会からのイニシアティブは弱かった 28）。ここ
に外部評価、なかでも市民・NPOによる政策評価の
意義が見出される。
ただし、外部委員が内部評価の結果を覆したり、異
なる意見を付したりするためには各分野に関する高
度の専門性と行政の実情への精通が求められる。多
くの場合、そのようなメンバー構成は困難であるし、
たった数回の審議で膨大な内部評価結果の問題点を
洗い出し、政策代替案へつなげるような情報の産出
は不可能に近い。また、外部評価の結果を政策の改
善につなげていく制度的保証がなければ、外部評価

自体が既存の行政活動の「正当化装置」と化す危険
性があることに注意が必要である。

Ⅱ　市民による政策評価事例

1　  NGO による自治体評価事例～日本の環境首都コ
ンテスト

（1）環境首都コンテストの概要
「持続可能な地域社会を創る 日本の環境首都コンテ
スト」（以下、「首都コン」と略す）は、1989 年から
1998 年までドイツ国内で開催された取り組み 29）に着
想を得て 2001 年～ 2010 年の間に全 10 回実施された。
主催は日本国内の 13 の NGO

30）で構成される「環境
首都コンテスト全国ネットワーク」（以下、「首都コ
ンネット」と略す）であった。なお筆者は第 1回の
開催時から当該ネットワークの事務局スタッフを務
めてきた。
対象は全国の市区町村で、自主的なエントリー制
をとった。各回の参加自治体数ならびに国内市区町
村総数に占める参加自治体数の割合は（図 3）のとお
りである 31）。また全 10 回の参加自治体実数は 229 を
数える。

首都コンの目的は、大きく 2 点に集約される。そ
れらは、①コンテスト形式によって参加自治体間に
「戦略としての競争」を促し、全国の自治体の目標と
なるトップランナーとしての「日本の環境首都」を
生み出すことにより、環境施策の質の底上げを図る、
②評価をとおして地域住民、NGOと自治体の対話を
促し、信頼関係の構築、パートナーシップの深化を
図ることであった。
なお、自治体環境施策の評価そのものよりも、評
価をとおして NGOが重視する施策であることを自治
体に提案していく、つまり NGOによるアドボカシー
（政策提言）32）を行うことが重要な手段であるという
ことが主催者の共通認識としてあった。

（2）環境首都コンテストの「指標」
首都コンでは持続可能性の定義は行わず、参加自
治体の解釈に委ねた。持続可能な地域社会の統一ビ

図 3　参加自治体数と国内総自治体数に対する割合
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ジョンを示すよりも、むしろそこへ行き着くために
自治体行政として取り組むべき手段をその指標とし
て設定することで、持続可能性を担保する政策体系
再考のきっかけとなるロジカル・フレームワーク
（logical framework）づくりの参考情報を提供してい
たといえる。
首都コンでは、「質問票」で示す選択肢が指標の基
礎単位となる。選択肢で構成される質問、質問で構
成される分野という 3層構造になっている（図 4）。

指標としての質問は総数約 80 問、その下に約 1000
の選択肢が設定されている。配点は1020点満点であっ
た。各指標の設定にあたっては、市区町村として執
行権限があるかどうかを重視して設定されたが、実
現可能性とともに、現状では実現へのハードルが高
くても NGOの視点で「持続可能な発展」のためにぜ
ひとも実施すべき、と考える指標も多く採用された。
第 4 回以降の、上位 5 位とそれ以外の自治体の平
均点は（図 5）のとおりである 33）。

回を経るごとに若干の上昇が見られるが、上位 5

位で概ね 504 ～ 697 点、それ以外で 253 ～ 281 点、全
体で 211 ～ 317 点程度を推移した。上位とそれ以外
で大きな差があるものの、指標の達成率は 1020 点中
3割にとどまった。

（3）環境首都コンテストが自治体に与えた影響
首都コンが参加自治体に与えた影響としての一例
を次に紹介する。
長野県飯田市は現職の牧野光朗市長が 1自治体単
独ではなく、環境首都という理念で結びついた「環
境首都圏」の創設を提唱、環境マネジメントシステ
ムの管理職研修として近隣のライバル自治体の市長
を招き、座談会を開催した 34）。また、2010 年の市長
の年頭所感として、「ごみの減量化を始めとするこれ
までの課題を克服するとともに、環境マネジメント
システムや自治体交流などの強みをさらに伸ばす取
り組みを行い、初の『環境首都』を目指」す 35）、と
表明し全庁的な推進体制を明確にした。市長の所信
表明で環境首都の獲得をめざす旨を明確にして職員
や地域の関心を喚起する手法は熊本県水俣市、兵庫
県尼崎市や山口県宇部市などでも採用された。
愛知県安城市では、第 7 次総合計画（2005 年～
2014 年）のめざす都市像を「市民とともに育む環境
首都・安城」とし、環境の視点を市の施策に総合的
に盛り込む仕組みを構築した 36）。 また、2006 年には
環境専任助役（後に副市長）を設置し、体制を整えた。
その結果、住民向けの環境学習講座や職員研修にも
環境首都の理念を反映させる取り組みを重ねている。
総合計画への「環境首都」理念の盛り込みは、首都
コン参加による影響である 37）。
熊本県水俣市は、「環境首都」を実現すための戦略
的な提案を行うための重層的な仕組みを構築した。
きっかけは現職の宮本勝彬市長が 2007 年 3月の所信
表明で「水俣の生きる道は、環境にこだわったまち
づくりをすること／『環境首都』の称号を得、水俣
を確固たる環境モデル都市として位置づけるために
も、環境施策を強く進めて行かねば」と述べたこと
とされる 38）。これを受けて全 15 人中公募委員 3 人を
含む「環境首都まちづくり委員会」を設置し、市民
の主体的な参画による環境のまちづくりの核と位置
づけた。また誰もが自由に参加できる開かれた議論
の場として「環境首都まちづくり市民会議」と庁内
に調整のための組織を設置した。これらの組織が主
体となり、2008 年 11 月に「環境首都まちづくりへの
挑戦」を副題とする第 2 次水俣市環境基本計画を策
定した。本計画には、「『環境首都コンテスト全国ネッ
トワーク』による『環境首都』の称号獲得と、世界
に認められる『環境モデル都市』づくりを目指す」と
明記された。
このように、「環境首都」が首長によりめざすべき

図 4　環境首都コンテストの構造例

図 5　環境首都コンテスト第 4～ 10回の平均点の推移
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ビジョンとして受け入れられた自治体では、「持続可
能な社会づくり」が環境担当部課のみではなく、全
庁横断的な課題として認識されるに至ったと考えら
れる。

（4）環境首都コンテストの影響力を高める活動
ただし、これらの影響力は首都コン単体で実現で
きたものではない。首都コンは質問全体をとおして、
自治体としての明確なビジョン形成、部局横断的な
庁内体制、重点的予算化などを求めており、既存の
縦割り組織の一窓口担当者をとおすだけでは組織を
動かす力にはなりえない。首都コンで明らかになっ
た情報をもとに自治体トップとしての首長に直接提
案できる機会が必要であった。
そこで首都コンネットは、2007 年より「環境首都
をめざす自治体全国フォーラム」（以下、「全国フォー
ラム」と略す）を開催してきた 39）。全国フォーラム
では主に首都コン参加自治体のトップ（首長など）と
首都コンネットの主要メンバーが持続可能な地域社
会づくりにあたって重要な課題をテーマにディス
カッションを行うものである。この狙いは、首都コ
ンの実施により把握できた自治体にとっての共通課
題について、トップのリーダーシップにより解決の
ためのプロジェクトにつなげていくというもので
あった。加えて、自治体単独ではなく、NGOが自治
体のパートナーとしてプロジェクトに参画する流れ
をつくることも期待されていた。全国フォーラムで
は自治体と NGOによる共同提言を発表し、出席者間
で合意を取ることが恒例となっている 40）。例えば、
2009 年度に発表された「『人材の戦略的流動化』へ向
けての行動の呼びかけ」を受けて首都コンネットと
提言賛同自治体とで「地域公共人材流動化のための
準備会」を発足させ、そのなかに NGOと中部地方の
5自治体 41）による「検討会」を設置して 2年間（2010
～ 2011 年度）にわたって人材流動化の仕組みづくり
における課題や実現手法について検討を重ねた。ま
た、2011 年度に発表された「環境首都・持続可能で
豊かな社会をめざす戦略的協働ネットワーク（仮称）
結成の呼びかけ」により、持続可能な地域社会をつ
くるうえでの課題を協働で調査研究ならびに解決策
を練るための体制づくりがすすんでいる。
これらの例から読み取ることができるのは、NGO

による外部評価としての首都コンが主に首長のマニ
フェストをとおして行政内部の「持続可能な発展」政
策の導入に影響、つまり統合的環境政策の必要性に
ついて庁内の各部署に対して一定の認識を与え得た
という事実であり、その影響力発揮の裏には、全国
フォーラムというNGOと自治体首長の 直接のコミュ
ニケーションによる双方の信頼関係構築のための機
会が必須であった、ということである。

2　  地域住民による総合計画進行管理事例～愛知県東
海市まちづくり市民委員会

（1）「共創のまちづくり」のきっかけと経緯
愛知県東海市は名古屋市の南側に隣接した人口約
11 万人の自治体である。市内には愛知製鋼や新日本
製鐵名古屋製鉄所、大同特殊鋼などの工場が集中す
る鉄鋼のまちである。歴史的には、1969年（昭和44年）
4月 1 日に、知多郡上野町と横須賀町が合併して誕生
した。古来より漁村であったが、工業用水である愛
知用水の開通で一大農産地へ転換し、製鉄所の誘致
にも成功した 42）。
2001 年 5 月に就任した鈴木淳雄市長は選挙活動中、

行政内の考えと市民の考えのずれを痛感したことか
ら、市民との協働のまちづくりをマニフェストの中
心に据えた。市は市長就任直後の 2001 年 10 月に市
民参画推進室を新たに設け、まちづくり基本条例お
よび市民参画条例の制定にとりかかった。その際、「市
民参画推進委員会」（以下、「推進委員会」と略す）を
発足させた（公募委員 25 人、推薦委員 25 人）。条例
検討の初期段階から「市民参画による政策評価」や「政
策評価の成果指標」の導入を組み込んですすめられた。
まず推進委員会は、東海市で生活している実感か
ら重要と思われる課題の洗い出しのため、小中学生・
20 代の青年も対象にしたグループインタビュー（2002
年 4 ～ 6 月）を行い、その結果から約 100 の課題を
抽出した。しかしここで抽出された課題は、インタ
ビューを受けた少人数の意見であるため、ここで洗
い出された理念、課題に対する東海市民の平均的な
意見を反映させる必要があった 43）。そこで、市民対
象のアンケート（2002 年 8 月、16 歳以上の東海市民
を無作為抽出、配布数 3500、回収数 1615、回収率 46。
1％）を実施し、数百に及ぶ意見が出された。それら
を推進委員会内で 38 の「生活課題」として絞り込み、
5つの理念に分類した。次にそれら生活課題に関する
政策の善し悪しや進捗をはかる指標の作成に取りか
かった。さらに生活課題の改善度をより的確に点検
できると考えられる指標を課題ごとに 2～ 3 選定し、
最終的に 99 の指標を設定した（2002 年 12 月）。指標
選定の基準として、より多面的な把握ができるよう
に客観的な統計数値の存在ならびにアンケートによ
り把握可能な主観的な市民満足度を組み合わせた。
推進委員会は 2003 年 1 月に市への条例案提出後、
評価の起点となる現状値の把握を行った。さらに、5
つの分野（理念）ごとに、推進委員と当該分野の関
係者・当事者 20 人ずつ、計 100 人が 5年後および 10
年後の現実的目標値の案を出し合い、その中央値を
「めざそう値」として設定した。生活課題は行政のみ
で実現できるものではない。そこで、まちづくりの
担い手として「個人・家庭」「NPO・市民団体」「コミュ
ニティ・町内会」「企業・農協・商工会議所」「学校」「市」
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「県・国」「その他」の 8 つの主体を設定し、生活課
題ごとにそれぞれの主体の役割や責任を割合で示し
た「役割分担値」44）

 を推進委員、関係者、市職員を
対象としたアンケート（2003 年 3 月）で設定し、東
海市のまちづくり指標（2002 年度版）が完成した（2003
年 5 月）。

（2）東海市のまちづくり指標
まちづくり指標作成当時は第 4次総合計画期間内
であったが、推進委員会が作成した指標を取り入れ
て総合計画を進行管理するという視点で、第 5次総
合計画を 2年前倒しして策定した。38 の生活課題と
99 の指標で、53 の施策を市民と行政が並行して評価
する 45）。指標設定の過程では、①行政による活用し
やすさよりも市民ニーズの反映を重視、②問題解決
の手段を特定するような指標よりも最終的なアウト
カムをはかる指標の設定が重視された。
生活課題の第一に挙げられているのは「大気汚染、
ばいじん、汚臭がなく、空気がきれいである」とい
う環境指標である。これは東海市が重工業の盛んな
地域であり、市民の意識に煤塵や粉塵のイメージが
根強かったことを反映しているとえる。これに対し
て二酸化炭排出量などの地球環境を視野に入れた指
標は現在のところ存在しない。この理由として、ま
ちづくり指標を作成した 2002 年当時は市民の間で地
球温暖化などに対する意識が十分でなかったため、推
進委員会や市民アンケートの結果に表れなかったこ
とが挙げられる 46）。市民委員会の委員からは「指標
が現状に合っていない」という意見がしばしば聞か
れるという。しかし、まちづくり指標の変更は総合
計画の期間中は最小限にとどめるのが委員会として
の基本的な方針である。委員会としては、計画期間
中は同一の指標により経年的なデータ把握とその評
価を行うことが、後述する提案の正当性ならびに実
現可能性を高めるためには不可欠であると考えてい
るためである。
一方で、指標が市民アンケートに基づくことの限
界も指摘できる。市民感覚は多くの場合短期的、地
域的、フォアキャスティング的であり、持続可能な
発展という長期的・地球的・バックキャスティング
的手法が求められるテーマにおいては、専門的見地
からの外部者の関与が必須であると考えられる。

（3）総合計画の進行管理への市民参画の仕組み
東海市の第 5次総合計画（計画期間：2004 年度～

2013 年度）は、上述した市民ニーズを反映した 5つ
の政策分野、38 の生活課題、99 のまちづくり指標、
役割分担値 47）を骨格として策定された。このことに
より、指標の数値改善とそれへの行政の責任が明確
になっている 48）。

2003 年 3 月頃から、推進委員会ではまちづくり指
標に関する行政側と市民側の議論の場を設けること、
ならびに市民側の後継組織をつくることが検討され
た 49）。2004 年 6 月には総合計画の進行管理を担う「東
海市まちづくり市民委員会」（以下、「市民委員会」と
略す）が発足した。2006 年度までは行政が事務局を
担っていたが、自立性、独立性、行政と市民の協働
を深めるために 2007 年度以降は独自に事務所を借り
て活動している。市民委員会の活動費は東海市から
負担金という名目で支出されている 50）。
市民委員会の活動の主な内容は、①まちづくりの
進み具合の確認ならびに評価、②まちづくりに関す
る提言および提案、③市民活動の推進に関する啓発、
④その他協働と共創によるまちづくりの推進に必要
な事項の調査などである 51）。①評価は、指標の推移、
生活課題の改善に向けた取り組み状況などから、ま
ちづくりの進み具合を確認し評価する活動、②提案
は、改善を必要とする生活課題に対して事業を提言・
提案する活動、③提案した事業を行政が次年度以降
の施策にどのように反映されたのかを確認する活動
である。市民委員会の規約（第 7 条）に基づき、基
本計画に掲げた 6分野に沿った「生活環境」「保健・
医療・福祉」「生涯学習」「産業」「都市基盤」「市民
参加・行財政」の 6部会が自主的に活動している。具
体的にはまちづくり指標の推移や市民へのメッセー
ジを記載した『まちづくりガイドブック』52）の発行、
行政や市民との議論の場としての「まちづくり大会」
の開催である。「まちづくり大会」は毎年度、「評価
の大会」（6～ 7月）、「提案の大会」（9～ 10 月）、「確
認の大会」（3月）の計 3回開催される。各大会には
百数十人の参加があり、行政職員も多く参加する。評
価の大会では市長による現状（指標の推移など）報告、
行政と市民委員会双方から評価書の発表 53）、意見交
換が行われる。提案の大会では市民委員会の各部会
から指標の改善が思わしくない施策についての事業
提案 54）、それに対する市長のコメントなどが行われる。
確認の大会では市長以下すべての部長級職員が出席
し市民委員会による提案事業への対応状況説明がな
される 55）。評価や事業提案の過程では行政と市民委
員会の意見交換の場として、部会ごとに「意見交換会」
を年間のべ 150 回開催している。ここでは行政がもっ
ている情報の説明や、批判合戦ではない建設的な議
論が行われている。生活課題は 99 の指標の推移を市
民委員会が、施策は 142 の成果指標の推移を行政が
評価する。お互いの目線でそれぞれ同じものを評価
する。立場が違うので評価の結果は当然違ってくる
が、評価結果のすり合わせは一切ない。
市民委員会と行政の評価結果が正反対になった例
として、「施策 1　きれいな空気を保全する」では、
行政が「降下ばいじんは、微減傾向であり、大気汚
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染基準も光化学オキシダントを除き環境基準に適合
している。徐々にではあるが、改善に向かっている」
とプラス評価している一方で、市民委員会は「市民
にとって生活環境は絶対条件であり、……早急性と
重要度を加味し、且つ今後の改善に期待を込めて」、
「良好でない」を意味する「泣き顔」を表示している。
また、「施策 17　障害者への理解を深める教育を充実
させる」では、行政が「概ね順調に推移している。子
どものころから、障害者とのかかわり合いと理解を
深めるため、事業を見直しながら地道に継続してい
くことにより、数値の向上が期待できる」とプラス
評価している一方で、市民委員会は「生活課題の 3
指標のうち、障害者本人とその家族の『理解されて
いると感じる割合』は昨年の数値を大きく下回った」
ことから、取り組みの不十分さを指摘している 56）。評
価結果のズレは他にも指摘できるが、大きく見解が
食い違っているところは概ね市民委員会側が辛い評
価を下しているようだ。

（4）市民による提案の内容とその影響力
市民委員会は生活課題（行政においては施策）の
評価結果を受けて事業提案を行う。提案の作成は、
様々な社会的課題や社会情勢を踏まえ、独自情報を
収集しながら行われる。その際、「行政から見たら実
現は難しい、しかし市民から見たら難しくてもやる
べき」という視点の違いが重要である。その判断の
分かれ目を公表することで、議会、首長、行政、市
民への判断材料提供をめざしている。直近 2年の提
案事業の内容と行政による検討結果は（表 2）のとお
りである 57）。

先述のように、事業提案は生活課題の改善状況を
はかる「まちづくり指標」に基づいた評価結果を受
けて、改善状況に課題があると考えられる行政の施
策領域に対して行われる。その内容は多岐にわたる
が、食の安全、地域コミュニティの活性化、防犯、地
域産業の活性化など市民にとって身近なものが中心
になる。
提案に対する行政の対応結果は年度末に開催され
る「確認の大会」において公表される。提案作成段
階での市民委員会と行政担当課との密なコミュニ
ケーションにより、実現可能性に関する行政の考え
方、実現のための実務的な手法の有無などは、非公
式な形で事前に双方で共有されている。（表 2）の提
案⑦のように広報誌でのアピールという比較的容易
な対応策がある一方、②、③のように、国の法律と
の関係や土地所有など複雑な問題が絡むものについ
ては、当面は調査研究段階の必要性が認められてい
る。また、④、⑤、⑧のように提案内容に関係する
事業がすでに存在しているが、提案の趣旨を尊重し

てすすめるとの判断もある。⑥の「防犯に対するニー
ズ」を市民アンケートの項目に追加するというもの
は、対応上はそれほど困難ではないであろうが、市
民の提案により新たな評価統計データが生まれるこ
とになる。これなどはまさに行政だけでは気づかな
かった地域の問題に市民の視点で新たに光を当てる
ものであり、今後の行政施策の評価可能領域の拡大
という点でもそのインパクトは大きいと考えられる。
市民委員会による事業提案の特徴は、経年的な統
計データを主な根拠として、ロジックモデル 58）を用
いて論理的に答えを導くという方法をとっているこ
とである。もちろん、ロジックのうえでは他の選択
肢がありえないということにはならない。しかし、事
業効果の科学的な事前アセスメントは米国での
PPBS

59）の試みが頓挫した例を見ても非常に困難であ
る。また、「あれも、これも」という複数の中立的な
提案を出すよりも、あえて「これ」という重点を絞っ
て具体的な内容を提案することによる市民提案のア
ピール効果は否定できない。
市民委員会が提案する事業の多くは次年度以降の
事業として採用される。その理由として、意見交換
会を中心に、事業の実現を前提に行政との調整が行
われることが挙げられる。市民提案事業への予算化
は最終的には議会の承認事項であるが、課長査定、部
長査定、副市長査定、市長査定を経て様々な見直し
がなされたうえで再度市長査定を受けるというプロ
セスがある。日々のコミュニケーションを行う中で、
部長も市長も市民委員会がなにを望んでいるかを理
解できる仕組みができており、事業のコストパフォー
マンスの高低を含めてともに検討を行い、その実現
可能性を高めている。提案内容によって、関係部課
の既存事業に組み込んで実施できるもの、新規に予
算獲得が必要なものなどに分けられる。新規事業の
予算化は比較的難しい状況であるが、事業の実現可
能性を重視し、事業を段階的に考え、事業の 100％実
現が難しければ、まずは 20％くらいの目標レベルの
ところから始めるという妥協をすることもある。争
点の分かれるようなものは提案の段階で調整される
ので通常は表に出ることはない。「お互い、できない
ことはできない。できないならどこまでできるか、ど
うやったらできるかを考える。行政もできないこと
を提案させられないので必死になる」60）という。
このように、市民委員会と行政は、評価活動のプ
ロセスで相互に干渉しあいながらも一定のルールの
もとに自律性を保っている。市民委員会による提案
が、行政にとっては既存事業の改良程度で実現でき
る、いわゆる漸増的な内容のものであっても、政策
体系の正当性を補強する根拠となりうると考えられ
る。
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3　事例の分析と検証
（1）政策決定への多元的な情報産出をなしえたか
評価によって産出される情報の多元性は、評価指
標そのもの、あるいは評価主体のもつ価値観の多元
性に依存すると思われる。
首都コンの場合、全 10 回をとおして平均点は 1020
点満点中最高でも 317 点にとどまった。この主な要
因は、首都コンの指標が、現状を前提とした実現可
能性よりも、現在は実現困難であっても「持続可能
な発展」に効果的と考えられる手段で構成されてい
たことに由来すると思われる。ただし、平均点の低
さは指標の質の低さを示すとは限らない。達成でき
ない指標が多いということは、「持続可能な発展」に

とって重要な事業に関する新たな視点、すなわち行
政に対する政策目的実現手段としての事務事業の選
択の幅を広げたといえる。
市民委員会の場合は、総合計画を構成する 53 施策
に対応する 38 の生活課題について市民の視点で評価
を行っている。行政は評価結果のくいちがいを明ら
かにしたうえで、今後のとるべき方向性、重点など
の判断結果を公表している。また市民委員会が独自
に事業提案を行うことで、選択すべき政策手段の決
定に際して、行政のみで検討するよりも幅広い選択
肢を提供することができている。このことは、同一
指標を用いた双方の評価結果のズレが選択肢の多様
化をもたらしていることを示している。

表 2　東海市まちづくり市民委員会「平成 22年度評価書」ならびに「平成 23年度評価書」より筆者作成
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（2）政策推進力の向上につながったか
首都コンの場合、上位にランクインした自治体を
中心に、首長の施政方針への組み込みや総合計画の
目標設定への影響など、庁内への環境政策統合化の
意識づけについては一定の影響を与えたといえる。こ
のことは、「環境首都」という新たな政策目標やその
実現のための組織体制がつくられたという事実が示
している。これは、コンテスト形式により評価結果
が外部にアピールされることで、首長や議会の関心
を惹き、政治領域からの政策推進力向上につながる
可能性を示している。
市民委員会の場合、評価結果に基づき事業提案を
行うことで行政の視野には欠けていた視点を指摘し
た。政策目標の達成度を示す総合計画の指標の推移
を市民独自の視点で評価し、政策目標達成のために
欠けている事業を提案することで政策体系のロジッ
クを補強する役割を果たした。市民による事業提案
の多くは次年度以降の計画に盛り込まれた。提案が
通らなかった場合も、行政として採択できない理由
と当該分野の将来見通しを明確に回答することで既
存事業の推進力向上につなげていた。
このように、首都コンの事例は首長のトップダウ
ン、すなわち政治領域での活用可能性を示し、市民
委員会の事例はボトムアップ、すなわち行政領域で
の活用可能性を示していると思われる。なお、両者
はどちらが望ましいという類の問題ではなく、主体
ならびにその視点が異なっていることが重要であり、
相互に補完関係にあると思われる。

（3）両事例が示す影響力の限界と課題
両事例とも、評価をとおした多元的な情報産出と、
その政策立案への活用へ一定の影響力を与えており、
既存の政策推進力向上には少なからず寄与した事実
が確認された。一方で、政策統合を可能にする政策
体系全般の見直しへの影響力には至っていないと思
われる。
この状況を招来させている原因は 2 つある。ひと
つは、既存制度下において外部者の関与であること
に内在する限界であり、もうひとつは、行政が外部
者としての市民から受け取った情報に対する全庁的
対応の困難さに内在する限界である。
外部者の関与であることに内在する限界として、首
都コンの場合は、既存制度の枠組みにとらわれず、政
治的な力により政策決定過程に強い影響を与えたが、
自治体にとってはあくまで外部者の参考意見にすぎ
なかった。そのため評価結果を反映させる義務はな
く、提案の実効性は担当した自治体職員の意欲や能
力に依存していた。
一方市民委員会の場合は、総合計画の進行管理と
いう形により、個別政策・事業への参画ではなく総

合的な政策を対象とした市民参画が可能になる一方
で、「進行管理」という役割に内在する限界があった。
事例における「市民による評価プロセス、評価結果
の行政からの独立性、自律性」は、既定の政策の進
行管理という枠内での独立性、自律性であり、現在
の政策の有効無効、将来を見据えた政策提案を目的
としたものではない。その意味で、行政による政策
実施結果のアカウンタビリティ向上、正当化根拠と
しては寄与する一方で、そもそも政策の変革を目的
としたものではない。そこから帰結するのは、現状
では市民による総合計画の進行管理には、政策判断、
政策決定への影響力が欠如しているということであ
る。議会の積極的関与があれば可能性は開けるが、議
会の機能不全が著しい現状ではそれも難しい。
ただ、第 5次総合計画の PDCAサイクル全体を見
れば、課題や指標の設定に市民が深く関与し、市民
委員会が計画策定組織を後継しているのであり、そ
の権限が進行管理に限定されているとしても、市民
による政策決定への影響力（政策推進力）をもった
政策評価と呼ぶことは不可能ではなかろう。しかし、
市民参画が保障されているのは現在の総合計画の進
行管理までで、その見直しへの関与の可能性につい
ては「政治」に委ねられてしまうことに変わりはない。
策定への関与の可能性については、市民委員会とし
てはこれまでの活動成果・課題を総括したうえで行
政とのさらなる関係の深化を期待しているようであ
るが、2012 年 8 月現在では行政内部での検討段階に
あり方向性は公開されていない。総合計画の進行管
理に関与する市民としては、その存在根拠でもある
総合計画の次なるあり方へ積極的な関与をしていく
という姿勢を明確に主張し、そのための体制づくり
をすすめる必要があろう。
次に、行政が外部者としての市民から受け取った
情報に対する全庁的対応の困難さに内在する限界と
して、首都コンの場合、上位にランクインした自治
体を中心に、首長の施政方針への組み込みと庁内へ
の環境政策統合化の意識付けについては一定の影響
を与えた。ただし、提案のトップダウンによる採用
圧力のみでは、必ずしも実現可能性を高めるとは限
らない。多くの場合、具体的な検討が担当課に回さ
れたとたん、予算などの限界を理由に「実現は困難」
という結論に至りがちであるからである。実際、参
加した多くの自治体にとっては、提案を受け取った
としても、既存の組織体制の問題、すなわち縦割り
と環境部門の位置づけの低さの壁を乗り越えること
ができず、環境部局・職員の思いと行政組織全体の
重点・優先度とのジレンマを抱えていた。首都コン
が独立した NGOによる客観的な評価であったことで、
評価結果の公正性、行政のお手盛りではないという
意味での正当性がある程度認められる場合があった
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反面、行政側にトップの理解、意欲と評価結果の政
策形成プロセスにおける活用戦略が欠けていれば、関
係職員の個人的な経験あるいは評価を受けたという
事実以上の効果は現れなかったといえる。
市民委員会の場合、東海市の企画政策課の所管と
されるが、当該課は庁内の調整、政策管理を主な任
務としておりトップダウン型の権限を有していない。
古川・北大路が「評価が計画の進行管理や見直しに
とどまる限りは、インパクトは弱い。しばしばトッ
プダウンというよりは、企画部門の自己満足になっ
てしまい、具体的な管理改善につながらないおそれ
がある」61）と指摘するように、総合調整機能を期待
された企画・総務部局自体が縦割り体制に組み込ま
れてしまっているという矛盾がある 62）。
このように見てくると、政策評価への市民関与に
よって得られた政策推進力を、利害が相反するよう
な場合を含めた政策領域間の構造化につなげるため
には、それらが何らかの形で統合される場が必要に
なると思われる。その場とは、既存の枠組みでいえ
ば縦割りの行政組織ではなく、多元的な情報をもと
に政策判断の権限を有する首長となるのであろう。し
かし実際は、「トップが変われば組織が変わる」とい
うのはあまりにも単純な発想である。外部からの首
長への直接の情報伝達自体もそれほど簡単ではなく、
それができたとしても膨大な評価情報をどのように
わかりやすく伝えるか、という課題もある。組織を
動かすには首長への影響力とともに高度の論理性、合
理性、既存の組織体系を踏まえた行政組織・職員と
の合意形成が不可欠である。このように考えると、首
長の意思を政治的パフォーマンスに終わらせず、執
行機関たる行政組織を動かすか、という大きな課題
が残されており、両事例は既存の枠組みを超えた仕
組みの必要性を示唆していると考えられる。

Ⅲ　提言－政策過程への本質的市民参画の
仕組みづくりを

NGOと市民会議による政策評価活動手法は、明示
的か否かの違いはあるものの、持続可能性向上をめ
ざし、行政の民主的統制を行うという目的と手段に
は共通するものがあった。本論で扱った NGOと市民
会議による外部評価についていえば、各々特有の指
標を用いて行政とその政策を評価し、政策過程を外
部に開くとともに政策決定のための情報の多元化に
寄与する一定の「兆し」は見て取ることができた。し
かし、NGOによる評価は、NGO自身の正統性を高
めることなくして自治体に対する全庁的な影響力を
もつことは難しい。また、市民会議による評価の場合、
政策目標の設定への影響力が保障されていなこと、ま
たその提案が漸増的にならざるをえないこと、が両

者のジレンマとして挙げられよう。
現在の日本社会における「評価」に対するイメー
ジは、組織の管理統制や経費節減などのために必要
悪としてせざるをえないものという否定的な感が強
いと思われる。しかし、この社会におけるすべての
活動は評価を基点として始まるのである。ただ、評
価自体は飽和状態というほどそこかしこで行われて
いる。評価がマイナスイメージで捉えられ、積極的
な社会変革のツールとして十全の影響力を発揮でき
ないのは、各評価がバラバラに行われ、それらの結
果が個別事例にとどまっているからではないだろう
か。その結果して本来市民が果たすべき行政の変革
とは反対に行政の取り組みへお墨付きを与えるだけ
の役割にとどまっている事例が多いと思われる。こ
の状況を打開するための方策として、NGOによる外
部からの評価と総合計画の進行管理への市民参画の
結果を既存の制度枠組みのなかで連携させることが
できないだろうか。
本章では、このような認識にたったうえで、持続
可能な社会の実現に向けて、両者が相互補完機能を
果たしながら、あるべき政策体系を決定する仕組み
づくり関する提言を試みたい。

（1）  サードセクター・エンパワメントを市民活動の
ネットワーク化をとおして実現すること

「持続可能な発展」の具体化を地域からすすめるた
めには、ローカル・ガバナンスとしての多様なアク
ターがそれぞれの責任を果たすべく政策過程に関与
する制度・体制構築が必要である。
相互補完を考える前提として、市民活動の社会的
影響力強化が必須である。全国の自治体に形として
は普及した市民活動の支援施策であるが、現在多く
の現場で頭打ちの状況に陥っていると感じられる。そ
れは市民活動のエンパワメントを個別の団体を対象
とした組織体制の構築やファンドレイジングなど活
動資金獲得に矮小化して捉えてきた「全体構想力の
欠如」ならびに「縦割り的発想」の帰結であると考
えられる。この縦割り的発想を脱却するために必要
なのは「サード・セクターとしてのエンパワメント」
であり、その手段としての第一歩は「市民活動のネッ
トワーク化」である。ネットワーク化自体は何ら目
新しいものではないが、市民活動の活動領域を超え
た連携が実現するに至らないのも事実である。この
主な原因としては、市民活動が活動分野や手法、地域、
人間関係などで一種の「派閥」を形成してきた結果、
行政関係者だけでなく、当の市民自身にも優先的課
題として認識されてこなかったこと、これに加えて
ネットワークや協働という理念はあっても実際にそ
れをWin・Winの関係で展開する「場」がなかった
ことが挙げられよう。なお、ここでいう「場」とは
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単に空間的な意味だけではなく、政策全般の立案・
決定過程へ市民が参画できるという制度的な意味も
含まれる。
それではそのようなネットワークを形成する「場」
とは具体的にどのようなものが想定されるであろう
か。筆者としてはその場面としての可能性を「自治
体としての重点課題や解決すべき地域の価値を実現
するための政策体系の表現ともいえる総合計画」に
みることができるのではないかと考える。

（2）  総合計画を「持続可能な発展」政策実現のプラッ
ト・フォームとして活用すること

従来「画に描いた餅」と揶揄されてきた総合計画
ではあるが、法律上の策定義務が撤廃された今、自
治体によるさらなる積極的活用が期待されており、そ
の内容は自治体が本気で自律的で創造性あふれるま
ちづくりに取り組んでいるかどうかを映す鏡とも捉
えられていくことになるだろう。このような将来展
望を踏まえれば、総合計画を、「持続可能な発展」概
念を政策体系として具体化し、評価をとおして達成
度をモニタリングしていくローカル・ガバナンスの
ための戦略計画として機能させていく必要がある。そ
の際、総合計画の策定や進行管理を、これまでのよ
うな行政の枠組みのなかで行うのではなく、例えば
英国におけるコンパクトのような協定を結ぶことで
独立性ならびに評価プロセスにおける自律性の保障、
市民提案の政策決定過程における検討の保証を担保
した、独立機関としてのプラット・フォームを形成
して行うことが可能であろう。現状では「住民」で
はない NGOが自治体の総合計画進行管理に関わる根
拠としての正統性・正当性が問題となるが、そのよ
うな場に参画することによりこれらの問題は一定程
度解決できると思われる。自治体としても、このよ
うな部分に優先的な予算・マンパワーの配分を厚く
すべきである。
このようなプラット・フォームが可能になったと
して、NGOはいかに関与すべきであろうか。手始め
に、政策評価の専門的ノウハウを有した NGOがコー
ディネーターやアドバイザーとして関与することが
考えられるが、そこでとどまっていてはならない。専
門性を有した NGOが「持続可能な発展」へのビジョ
ンや可能性を提示しつつ、地域のアクターとともに
政策形成・実施主体となることでバックキャスティ
ングによる推進力のある政策が実現できなければな
らない。
現状では、評価の専門技術を有する NGOは少数で
ある。一方で、行政と市民のパートナーシップ関係
構築を仲介する NGOや持続可能な開発をめざして活
動する NGOは比較的多く存在する。山谷が「NPO

が政策評価について『理論武装』して、市民サイド

に立つ政策シンクタンク 63）として政策評価、モニター、
リサーチの任にあたる可能性が期待されることもあ
る。この期待が実現すれば、技術的合理性とデモク
ラシーとを理解して市民の目線から政策評価を考え、
2つの価値をつなぐ『触媒』としての NPOの存在意
義は高まる」64）と指摘するように、NGOがさらなる
評価技術やアドボカシースキルを向上させ、評価結
果の正当性を向上させることができれば総合計画の
進行管理にとどまらず、策定段階、ひいては地域戦
略策定への深い関与も可能になるだろう。
実際、国内には少数ではあるがローカル・ガバナ
ンスを視野に入れた政策評価活動に取り組む NGOや
大学や民間の研究機関などが存在する 65）。そのよう
な団体と既存の単一課題（シングル・イシュー）解
決型の団体をネットワーク化することにより、多様
な政策領域をローカル・ガバナンス実現のために統
合する機能をも果たすことが可能になるであろう。

おわりに

「持続可能な発展」を具現化する手段としての合理
的な政策体系の必要性について疑う余地はない。し
かし意思決定は必ずしも科学的合理性だけでは説明
できず、関係主体の政治的な影響力などが大きく関
係する。最近では、原発再稼働の是非をめぐる議論
にその典型を見るのであるが、「持続可能な発展」を
実効的な政策として担保しようとする場合、最も重
要な要素はビジョンに照らして合理的な判断ができ
るか、であると思われる。個々の事業遂行のための
日常的な判断としては政治的な駆け引きや主体の背
景にある影響力によって合理性は歪められることが
多々ある。それらのアウトプットを、全体としてい
かにアウトカムとして総合させるかということが、統
合的環境政策としての「持続可能な発展」政策に求
められている。本論ではその前提として市民の政策
評価への関与が必要であり、その根拠として①多角
的視点から評価情報産出が可能になること、②評価
結果が政策立案に活用されることで政策推進力が高
まることについて、一定の可能性を示した。
構想されるべき「新たな枠組み」は既存の枠組み
と次元を異にするものではない。筆者としては既存
の枠組みを批判的に検証し、その本来有する機能が
万全に果たされるような方向性が、結局は「持続可
能な発展」への近道であり、その意味でより現実的
であると思われる。ただし、既存の仕組みを維持す
ようとする諸勢力からの抵抗は必至であると予想さ
れる。
また 2つの事例分析から政策評価への市民関与が
政策推進力を向上させるプロセスの次の段階、つま
り最終目的地である「持続可能な発展」を可能にす
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る政策統合を実際にすすめていくためには、依然と
して多くの関門が待ち受けている。例えば、合理的
な政策決定の基準をどのように合意形成していくの
か、首長と議会、行政組織・職員との意識の差をど
のように埋めていくか、行政組織の縦割りの本質的
改善はどうすれば可能なのか、政策決定段階での首
長・議会と市民参画の権限領域をどのように設定す
るか、市民自身の政策立案・交渉能力の向上を図る
仕組み、サード・セクターとしてのエンパワメント、
行政過程にとどまらない政治過程への市民関与の制
度化など、本論では課題として挙げるにとどまった。
また、実際に持続可能性をどのようにはかるかとい
う指標を用いた計測論に関しては、近年注目を集め
ている GNH（Gross National Happiness）など新た
な価値観をどう位置づけるか、またその実態把握と
政策への適用をどのように行うのか、などさらなる
研究と実践が必要であると考える。
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７）植田他［2004］p.5
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19）古川・北大路［2003］p.17
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27）武藤［1999］（松下、西尾［2002］pp.104-105）
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30）環境エネルギー政策研究所（東京）、FoE Japan（東京）、
ふるさと環境市民（神奈川）、かながわ環境教育研究会
（神奈川）、やまなしエコネットワーク（山梨）、環境市
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メンバーへのヒアリングを実施したほか、同年 10 月 16
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47）総合計画は 99 のまちづくり指標に加え行政として必要

と考える 43 の指標を加えた 152 の指標で進捗が計られ
る。役割分担値は、99 のまちづくり指標についてのみ
設定されている。
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クタンク―政策立案能力向上のためのシンクタンク活
用術―」［1997］『都市問題』第 88 巻第 1 号（1997 年 1
月号）p.51）。

64）山谷［2006］p.190
65）主な団体として、NPO法人政策 21（岩手県盛岡市）、

NPO法人 NPOぐんま（群馬県高崎市）、市民フォーラ
ム 21・NPOセンター（愛知県名古屋市）、NPO法人コ
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ミュニティ・シンクタンク「評価みえ」（三重県津市）、
などが挙げられる。
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